
（ ）

106%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

2,572

実施方法

27年度

翌年度へ繰越し ▲ 962

計

沖縄北部連携促進特別振興事業費 担当部局庁 政策統括官（沖縄政策担当） 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 参事官（政策調整担当） 参事官　藏本佳伸

事業名

会計区分

30年度

-

29年度

文教及び科学振興、経済協力、エネルギー対策、その他の事項経
費

▲ 2,161

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

-

28年度

　北部地域の連携促進と自立的発展の条件整備として、産業の振興や定住条件の整備などに資する振興事業（北部全体としての総合力を発揮させるソフト
面を考慮した事業が中心。）を実施する。　事業主体は、北部12市町村で、補助率は８／１０

- -

2,572

- -

▲ 1,469 -

予備費等

当初予算

4,546

3,078 962

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

177% 51%

2,572

補正予算

1,4692,161 -

平成２４年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　沖縄県北部地域は、県内の他の地域に比べ一人当たりの所得が低く、過疎地域が多く存在することから、北部地域の連携を促進することにより、産業の
振興や定住条件の整備などに資するインフラの整備を行う。

前年度から繰越し

3,450

平成３０年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

4,688 1,373 3,264 4,041

1,307 2,721

執行率（％） 97% 95% 83%

沖縄振興基本方針（平成24年5月内閣総理大臣決定）
沖縄振興計画（平成24年5月沖縄県）

2,572 3,450

関係する
計画、通知等

30年度当初予算

2,570

2

2,572計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

事業番号 0080

主な増減理由

当該事業は平成33年度に終期を迎えるが、当該事業の効果をより明
確に、また、その成果を効率的に次期の施策につなげるためにも、沖
縄北部12市町村が計画的に実施する取り組みを後押しし、その必要
な経費を増額するもの。

31年度要求

3,450

- -

沖縄振興、地方創生

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

沖縄北部連携促進特別振
興事業費補助金

職員旅費

3,447

3



政
策
評
価

済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
と

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

-

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
－

年度

定性的な成果目標と27～29年度の達成状況・実績

達成度

事業一式

算出根拠

当初見込み

計算式 　X/Y

単位

単位当たり
コスト

活動実績

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- -

-

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由

11 10 10

50 75 -

27年度 28年度 29年度

-

百万円

単位

- 1

- 2

事業実施数
※当初見込みは、年度毎の申請に基づき事業を実施す
るため記入は困難。

単位

成果目標を設定した完了
事業のうち、成果目標を達
成できた事業の割合

完了事業数目標値

実績 目標達成事業数

-

代替目標

1,307／10事業

％

-

30年度活動見込

415 130.7

代替指標
中間目標

-

　本事業は、「産業の振興」や「定住条件の整備」に資するもので
あり、定量的な成果目標を設定するとした場合、人口の増加や雇
用人数の増加といった指標が想定されるが、これらの指標は、他
の施策による効果や社会経済情勢など他の要因に大きな影響を
受けるものであり、本事業の成果のみを取り出して定量的に評価
することは困難なため。なお、２７年度以降の個別の事業につい
て、事業ごとに定量的な目標を設定しており、適宜、その目標の
成果実績を把握している。

－

％

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

-

中間目標
定量的な成果目標

X／Y=百万円／事業    X=執行事業総額　Y=執行事業
数

単位当たり
コスト

成果指標 単位

－
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

－

産業の振興及び定住条件
の整備

- - -

定性的な成果目標として、産業の振興や定住条件の整備に資する振興事業
を実施した。

目標最終年度

3

27年度 28年度 29年度

-

4

4,546／11事業

28年度

2,721／10事業

272.1

29年度

-

-

-

- -

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

-

- -

-

-

-

達成度

-

-

-

年度 年度-

-成果実績

目標値

年度

27年度

-

政策 沖縄政策の推進

施策 沖縄政策に関する施策の推進



工事に伴う安全対策等の地元調整及び資材調達に不測の
日数を要したためであり、妥当性が得られると考える。

内閣府

事業番号 事業名所管府省名

0062 沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業費

○

合理的な資金の流れとなっている。

沖縄振興基本方針等に基づくものであり、国として支援を講
じる必要がある。

評　価項　　目

沖縄県民や社会のニーズ等を反映した沖縄振興基本方針等
に基づいた事業を実施している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き、関係省庁とともに補助金等の適正な執行に努めていく。また、事業を実施していく過程で生じた課題等については、速やかに実施主
体と調整し、改善策等を次年度の事業へ反映させる。

○内閣府においては、事業要望ヒアリング時に各事業の実施状況を聴取し、現地確認等により進捗状況や完成状況を把握したほか、事業主体
等から提出された事業の完成報告により適正性を確認した。
○事業の実施省庁においては、電話等による進捗状況の聴取や必要に応じ現地での確認、事業主体から提供された実施報告書等により、実
施内容や経費使途の適正化を確認した。

○

整備された施設等の活用によって、沖縄北部の振興が図ら
れている。

○

外部有識者の所見

備考

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業番号0062は、「公共事業」を担当する。（本事業は、「非
公共事業」を担当）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

－

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

本事業は所得水準の向上を大きな課題として掲げているが、指標は個々の事業の進捗管理のための指標（プロセス指標）となっている。個々の事業が実施された
としても、雇用や所得の改善が見込まれなければ、事業としては成功ということはできないのではないか（アウトカムの視点）。平成33年度の終期においては、そう
した観点からの総括も求められることになるのではないか（アウトカム志向の観点がより強く求められるのではないか）。

外部有識者及び行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確な検証に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

原則として、競争入札等により競争性、公正性を確保してい
る。なお、一部競争性のない随意契約となった事案がある
が、いずれも、市町村の契約ルールに則り、支出先の選定
は妥当である。

○

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業について、現状と異なる観点から検証するなど、より一層事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的
確に検証するべき。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

沖縄振興基本方針に基づき、国として沖縄北部の振興のた
めの事業を実施しており、優先度の高い事業である。

競争入札等により、競争性が働きコストの削減が図られてい
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

－

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標を達成するための事業展開であるので、その成果
実績は、事業の有効性を担保するものとなっている。

○

事業目的に即した費目及び使途となっている。

○

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

－

○

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

有

○

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

点検結果

事業主体との補助率を適正に設定している。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度 0074

新24－0007 平成25年度 0080

平成26年度 0075 平成27年度 0081

平成29年度

平成22年度 － 平成23年度 － 平成24年度

内閣府 0078

【移替え】 【補助金】

【指名競争契約】

【補助金】

【指名競争契約】

【移替え】

【移替え】 【補助金】

【指名競争契約】

【執行】 【補助金】

【指名競争契約】

【補助金】

【指名競争契約、随意契約】

【補助金】

【指名競争契約】

【補助金】

【指名競争契約、一般競争契約】

【補助金】

【指名競争契約】

【補助金】

【指名競争契約・随意契約】

O．金武地区消防衛生組合
181百万円 事務費 P．民間業者(1社) 181百万円

（やんばる南地区消防機能強化事業の実施） （職員旅費・

Q．伊江村
38百万円 事務費

（本部半島・伊江島エリア観光促進事業の実施） （需用費・

役務費）

（やんばる南地区消防機能強化事業に係る、消防車両整備費）

R．民間業者(3社)、個人 38百万円

（本部半島・伊江島エリア観光促進事業に係る、実施設計業務

（土木、建築）、用地購入）

内閣府
2721百万円

（沖縄北部連携促進特別振興事業費の補助金、職員旅費の移替え等）

（職員旅費・

需用費・役

務費）

スポーツ庁
424百万円

A．金武町
277百万円 事務費 B．民間業者(10社) 277百万円

沖縄総合事務局
455百万円

E．本部町
455百万円 事務費

H．民間業者(1社) 60百万円

（沖縄北部連携促進特別振興事

業費の補助金の交付）
（金武町陸上競技場機能高度化事業の実施） （職員旅費

・役務費）
（金武町陸上競技場機能高度化事業に係る、建築工事、
電気工事、機械工事）

事務費
職員旅費

（沖縄北部地域水産業生産基盤機能強化事業に係る、建築工事、
電気工事、機械工事）

（沖縄北部地域水産業生産基盤機能強化事業の実施）

C．宜野座村
147百万円 事務費 D．民間業者(3社) 147百万円

（宜野座多目的スポーツ施設整備事業の実施） （職員旅費） （宜野座多目的スポーツ施設整備事業に係る、建築工事、

（沖縄北部連携促進特別振興事
業費の補助金の交付）

（北部連携物流拠点機能強化事業の実施） （職員旅費・
需用費）

内閣府
1839百万円

G．本部町
60百万円 事務費

（職員旅費・

I．名護市
820百万円 事務費 J．民間業者(12社) 820百万円

事務費 2百万円

（やんばる東海岸ブルー・ツーリズム拠点整備事業の実施） （職員旅費・） （やんばる東海岸ブルー・ツーリズム拠点整備事業に係る、
体験船建造工事、海洋レクリエーション施設設置工事）

職員旅費

L．民間業者(6社)  407百万円

（今帰仁冷凍冷蔵施設整備事業に係る、建築工事、電気設備工事

、

（金融・IT産業等集積基盤整備事業の実施） （職員旅費・

需用費・賃

金）

（金融・IT産業等集積基盤整備事業に係る、委託費、外構工事、

外構電気設備工事、建築工事）

M．国頭村
325百万円 事務費 N．民間業者(4社) 325百万円

K．今帰仁村
407百万円 事務費

（今帰仁冷凍冷蔵施設整備事業の実施）

水産庁
455百万円

（沖縄北部連携促進特別振興事

業費の補助金の交付）

（※１．事務費のブロックにおいては、百万円未満の場合は金額の記載を省略している。）

（※２．四捨五入、事務費（個人への支払旅費等）の関係で合計額は必ずしも一致しない。）

電気工事、機械工事）

F．民間業者(6社) 455百万円

（北部連携物流拠点機能強化事業に係る、委託費）

【補助金】

S．本部町
9百万円

（本部半島・伊江島エリア観光促進事業の実施）

事務費

（職員旅費・

【指名競争契約】

T．民間業者(1社) 9百万円

（本部半島・伊江島エリア観光促進事業に係る、調査測量業務）

需要費） 機械設備工事、防熱設備工事）

需用費）

需要費）

需用費）



111

A.金武町

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

111

金　額
(百万円）

金武町陸上競技場機能高度化事業のクラ
ブハウス建築工事

使　途

補助金

B.(有)富島建設・(有)金武土建建設共同企業体
金　額

(百万円）

277

費　目 使　途

計 277 計 111

補助金
宜野座村多目的スポーツ施設整備事業の
実施

147 工事請負費
宜野座村多目的スポーツ施設整備事業の
建築工事

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

工事請負費金武町陸上競技場機能高度化事業の実施

費　目

C.宜野座村 D.(有)盛建設・宜野座建設株式会社建設共同企業体

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金
沖縄北部地域水産業生産基盤機能強化事
業の実施

455 工事請負費
沖縄北部地域水産業生産基盤機能強化事
業の製氷・荷捌き施設機械工事

226

計 147 計 111

使　途

計

E.本部町

計 455

F.(有)安護建設工業・(有)松建工業建設共同企業体 

費　目

226



☑チェック

費　目 使　途

補助金
北部連携物流拠点施設機能強化事業の実
施

6060 委託費 北部連携物流調査業務

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

金　額
(百万円）

G.本部町 H.株式会社国建・株式会社地域開発研究所共同企業体

費　目 使　途
金　額

(百万円）

60計 60 計



支出先上位１０者リスト

A.

B.

C

宜野座村多目的スポーツ
施設整備事業

147 補助金等交付

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

入札者数
（応募者数）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

金武町

- - 嘱託職員の賃金

89％ －

施工監理業務委託（建築・
設備）

10
指名競争契約
（最低価格）

10 97％

－O・Aプラザ仲間
指名競争契約
（最低価格）

6 95％

- 現場技術業務委託 2

- 備品購入（事務用備品） 2

その他

5
指名競争契約
（最低価格）

6

技術職員

有限会社神中組 2360002020495 クラブハウス機械設備工事 22
指名競争契約
（最低価格）

8

4360001002583株式会社三杉設計 －

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付5000020473146 277 - -

法　人　番　号

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－
金武町陸上競技場機能高
度化事業

96％

島電気株式会社 8360001016852 ナイター照明工事（2工区） 34

3 9 96％

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

有限会社富島建設・
有限会社金武土建
工事建設共同企業
体

2360002020041 クラブハウス建築工事 111
指名競争契約
（最低価格）

9 －

指名競争契約
（最低価格）

9 99％ －

有限会社カネタケ電
水工業

3360002020494 クラブハウス電気設備工事 34
指名競争契約
（最低価格）

－

6

7

4

5

有限会社丸仲電気 4360002020543 ナイター照明工事（1工区） 30
指名競争契約
（最低価格）

9 96％ －

10

8

9

アイソトープス株式
会社

2360001012543 備品購入（供用備品）

有限会社栄建設工
業

1360002020513 駐車場工事 22
指名競争契約
（最低価格）

10 95％ －

98％ －

1 宜野座村 5000020473138 - －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）



D

E

F

G

H

☑チェック

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北部連携物流調査
業務株式会社国建・
株式会社地域開発
研究所共同企業体

4360001000827
北部連携物流調査業務と
して、社会実験運航実施、
協議会支援実施

60
指名競争契約
（最低価格）

3 98.7％ －

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

荷捌き施設工事（建築） 84
指名競争契約
（最低価格）

5 99％ －

製氷・荷捌き施設工事監理
業務

3
指名競争契約
（最低価格）

14 95％ －

国際技建有限会社 7360002019509
製氷・荷捌き施設工事磁気
探査業務

2
指名競争契約
（最低価格）

13 95％ －

有限会社比嘉建設
工業

9360002020794 製氷施設工事（建築） 105
指名競争契約
（最低価格）

5 99％ －

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

本部町 3000020473081
沖縄北部地域水産業生産
基盤機能高度化事業

455 補助金等交付 -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- －

機械設備 7
指名競争契約
（最低価格）

11 95％ －

5 99％ －

有限会社盛建設・宜
野座建設株式会社
特定建設工事共同
企業体

5360002020476 建築工事 111
指名競争契約
（最低価格）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

支　出　先 法　人　番　号

2

3

中程土建株式会社 3360001012220

津嘉山電水社 -

電気設備工事 29
指名競争契約
（最低価格）

9 97％ －

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号

有限会社安護建設
工業・有限会社松建
工業特定建設工事
共同企業体

1360002020182

有限会社大都建設 5360002020872

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

4

5

有限会社沖工設 6360002020203

株式会社国建 4360001000827

製氷・荷捌き施設工事（電
気）

34
指名競争契約
（最低価格）

5 99％ －

製氷・荷捌き施設工事（機
械）

226
指名競争契約
（最低価格）

5 99％ －

支　出　先 法　人　番　号

1 本部町 3000020473081
北部連携物流拠点機能強
化事業

60 補助金等交付 - - －

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）





計 181 計 181

補助金 やんばる南地区消防機能強化事業の実施 181 整備費 消防車両の整備 181

O.金武地区消防衛生組合 P.株式会社オカノ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 325 計 184

補助金
やんばる東海岸ブルー・ツーリズム拠点整
備事業の実施

325 備品購入費 観光型定置網購入業務 184

M.国頭村 N.粕谷製鋼株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 407 計 251

補助金 今帰仁冷凍冷蔵施設整備事業の実施 407 工事請負費 今帰仁冷凍冷蔵施設整備事業の建築工事 251

K.今帰仁村 L.(有)丸島建設・(有)山川建設工業共同企業体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 820 計 389

金融・IT産業等集積基盤整備事業の実施 820 工事請負費
金融・IT産業等集積基盤整備事業の建築
工事

389

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.名護市 J.㈱東開発・(有)新川建設共同企業体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金



計 9 計 9

補助金
本部半島・伊江島エリア観光促進事業の実
施

9 委託費 調査測量業務 9

S.本部町 T.株式会社沖縄土木設計コンサルタント

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 38 計 17

本部半島・伊江島エリア観光促進事業の実
施

38 委託費 実施設計業務（建築） 17

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.伊江村 R.パシフィックコンサルタンツ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金



I

J

K

L

M

N

1 粕谷製鋼株式会社 3310001007910 観光型定置網購入業務

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

184
指名競争契約
（最低価格）

5 98.4％

支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

－

4

3

2 有限会社津島工業 8360002014203 体験船建造工事 107
一般競争契約
（最低価格）

4 96.6％ －

粕谷製鋼株式会社 3310001007910
海洋レクリエーション施設
設置工事

31
指名競争契約
（最低価格）

4 97.8％ －

ジェットマリンショップ
プラスワン

- 付帯備品購入 3
指名競争契約
（最低価格）

2 98.4％ －

1 国頭村 5000020473014
やんばる東海岸ブルー・
ツーリズム拠点整備事業

325 補助金等交付 - - －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

2

1
有限会社丸島建設・
有限会社山川建設

1360002020364 施設整備建築工事 251
指名競争契約
（最低価格）

4 97.9％ －

株式会社金良建設・
嶺志電社建設工事

4360001012392 施設整備防熱設備工事 67
指名競争契約
（最低価格）

8

6

5

4

株式会社金良建設 4360001012392 施設整備機械設備工事

有限会社上宏工業 6360002020302
施設整備防熱設備（硬質発
泡ウレタン）工事

98.2％ －

株式会社国建 4360001000827 施設整備監理委託業務 5
指名競争契約
（最低価格）

17
指名競争契約
（最低価格）

8

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要 落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

今帰仁村 3000020473065
今帰仁冷凍冷蔵施設整備
事業

407 補助金等交付

支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

8

7

6

株式会社崎浜電工 5360003004536 屋外照明施設設備工事 15
指名競争契約
（最低価格）

4 96.3％ －

10

9 株式会社興設計 2360001012213 工事監理業務 7
指名競争契約
（最低価格）

9 95.2％ －

株式会社サンコー 2360001007320 備品購入 3
指名競争契約
（最低価格）

9

ヤナギ電設工業株式
会社

3360003004637 機械設備工事 31
指名競争契約
（最低価格）

11 94.9％ －

合資会社真栄田組 7360003004625 電気機械室建築工事 23
指名競争契約
（最低価格）

3 95.3％ －

2

1

支　出　先 法　人　番　号 落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

指名競争契約
（最低価格）

4

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

5

4

3

沖縄オートメーション
株式会社・株式会社

8360001012067 発電・受変電設備工事 71
指名競争契約
（最低価格）

4 95.2％ －

有限会社大和緑建 4360002019619 外構工事 39
指名競争契約
（最低価格）

13 91.1％ －

95.8％ －

有限会社平良設備
工業・ヤナギ電設工

3360002019586 電気設備工事 152
指名競争契約
（最低価格）

96.1％ －

有限会社北部空調
設備・有限会社きみ

2360002019678 空調設備工事 88
指名競争契約
（最低価格）

7 95.5％

5

株式会社東開発・有
限会社新川建設共

6360001012135 建築工事 389

金融・IT産業等集積基盤整
備事業

820 補助金等交付 - - －1

支　出　先 法　人　番　号

名護市 1000020472093

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

96.7％ －

- －-

94.7％ －

97.6％ －

97.9％ －
嶺志電社・有限会社
北山建設工事共同

9360002020357 施設整備電気設備工事 41
指名競争契約
（最低価格）

5

26
指名競争契約
（最低価格）

6 99.3％ －

10

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



O

P

Q

R

S

T

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社沖縄土木
設計コンサルタント

7360001008561 調査測量業務 9
指名競争契約
（最低価格）

16 96％ －

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

本部町 3000020473081
本部半島・伊江島エリア観
光促進事業

9 補助金等交付 -

3

2

1

個人 - 用地購入

パシフィックコンサル
タンツ株式会社

3040001057322 実施設計業務（建築）

3
随意契約
（その他）

- -
性質又は目的が競争契約になじま
ない。土地売買契約を締結。

4
株式会社三和アグリ
テクノ

6360001008827 備品購入 2
指名競争契約
（最低価格）

5 95.2％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

伊江村 5000020473154
本部半島・伊江島エリア観
光促進事業

38 補助金等交付 - - －

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社オカノ 4360001000637
消防自動車及び消防機材
等の業務

181
指名競争契約
（最低価格）

3 96.1％ －

1
金武地区消防衛生
組合

4000020478253
やんばる南地区消防機能
強化事業

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

181 補助金等交付 - - －

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

17
指名競争契約
（最低価格）

5 87％

株式会社シビルエン
ジニアリング

9360001001069 実施設計業務（土木） 16
指名競争契約
（最低価格）

6

－

98.2％ －

入札者数
（応募者数）

- －
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